
新潟県行財政改革行動計画の取組状況

～令和２年度当初予算における歳出歳入改革～

令和２年２月



１ 歳出歳入改革の取組結果（R2当初予算編成における取組）

行財政改革行動計画で示した歳出歳入改革の取組により、令和２年度

当初予算編成において、行動計画の目標に対して118億円の収支改善を

達成（収支均衡には至っておらず、更なる収支改善が必要）

項 目

令和２年度当初予算

主な内容目 標
収支改善額

達成状況

① ② ① ②

部局枠事業 ▲30 ▲30 ±0 [100%] ▲10％シーリング

所要額見込事業

▲100 ▲71

▲41
▲16 
[84%]

＋13
[118%]

総点検による見直し

人件費 ▲43
職員給与の臨時的削減、
時間外勤務の縮減 等

投資的経費 ▲5 ▲5 ±0 [100%] ▲10％シーリング
※県債を含む一般財源▲115億円

使用料・手数料 (＋0.5) (＋1) (＋0.5[200%]) 総点検による見直し

（単位：億円）

※ 金額は純一般財源ベース（以下同じ）、達成状況の[ ]内は達成率 1

（凡例）目標①：収支均衡、目標②：基金残高230億円を確保するための最低限の目標【主な改革項目】

▲223億円 － ▲105億円 ＝ ▲118億円

（行財政改革行動計画における財政収支見通し）

R2特別な対策を講じない場合 R2 当初予算 収支改善額

収支不足額

※



１ 歳出歳入改革の取組結果（R2.2中期収支見通しの改訂）
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行動計画策定時（R1.10）
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財源対策的基金等残高の推移
・ 今年度取り組んだ歳出歳入改革により、基金の枯渇の

見込みは令和７年度以降に先送りされる見通し

・ 歳出が歳入を上回る状況は続くが、令和元年度と比較

するとその差は縮小

・ 令和５(2023)年度での収支均衡を図るため、行動計画

の歳出歳入改革項目について、更なる取組を進めていく

ことが必要
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２ 歳出削減策（その１）

部局枠事業※の見直し ▲30億円

○ 事業の選択と集中を更に徹底し、より効果的・効率的な施策体系の構築を

進めるため、令和元年度当初予算に引き続きマイナスシーリングを実施

〔令和２年度当初予算におけるシーリング（要求基準）の設定状況〕 ▲10％

件 数 増減額（Ｒ１当初比）

見

直

し

廃止・休止 116 件 ▲ 3億円

継 続 2,657 件 ▲29億円

うち減額 1,421 件 ▲43億円

うち増額 414 件 ＋14億円

新 規 48 件 ＋ 2億円

計 2,821 件 ▲30億円

3

※部局枠事業：各課の運営費などの経常的経費や部局の裁量の範囲内で政策的に実施する事業

（目標：▲30億円）



※ 法令で支出が義務付けられている事業費や、過年度支出・予備費・除雪経費を除く

２ 歳出削減策（その２）

所要額見込事業※の見直し ▲41億円

○ 令和２年度当初予算編成時に事業総点検を実施

・ 計画期間中（～令和５年度）に、全体として▲10％※の縮減を目指す

件 数 増減額（Ｒ１当初比）

見

直

し

廃止・休止 23 件 ▲ 8億円

継 続 183 件 ▲34億円

うち減額 97 件 ▲41億円

うち増額 34 件 ＋ 7億円

新 規 4 件 ＋ 1億円

計 210 件 ▲41億円
4

※所要額見込事業：法令上支出が義務付けられている経費のように部局の裁量の幅が小さいこと等から、部局枠とは区分している事業

目標：人件費と合わせて

▲71～▲100億円

事業総点検で検討したとおりに各年度の縮減が進んだ場合には、令和元年度237億円に
対し、令和５年度には▲10％の縮減を達成見込み
（現時点では見込めない大幅な予算増となる事業※等により、変動の可能性あり）

結果

※大幅な予算増となる事業の例…大規模ｲﾍ゙ ﾝﾄ（例：国民文化祭約2.5億円）、ﾍﾘｺﾌ゚ ﾀー 点検（約3.1億円）、新型ｲﾝﾌﾙｴﾝｻ゙ 治療薬備蓄（約2.8億円）



２ 歳出削減策（その３）

県単独補助金の見直し（一部再掲） ▲13億円

○ 県と市町村・民間等との適切な役割分担などの観点から、各種団体への事業費
補助等の全ての県単独補助金について見直しを実施

件 数 増減額（Ｒ１当初比）

見

直

し

廃止・休止 28 件 ▲ 1億円

継 続 353 件 ▲13億円

うち減額 209 件 ▲15億円

うち増額 39 件 ＋ 2億円

新 規 16 件 ＋ 1億円

計 397 件 ▲ 13億円

5

投資的経費の見直し 県債を含む一般財源▲115億円※

○ 普通建設事業の一般財源の抑制（ 令和２年度収支改善額 ▲５億円）
○ 併せて、公債費負担適正化計画（案）を策定し、今後の投資的経費の事業量を
公債費の実負担に基づき管理

※うち110億円は県債



２ 歳出削減策（その４）

公営企業における経営改善の推進

66

○ 県立病院経営委員会からの提言等を踏まえ、県立病院が具体的に果たすべき役割

や運営主体を含めたあり方、機能・規模の見直しについて検討を加速

○ 経営改善に向けて、改善目標額を定めて、緊急的に取り組む事項を整理し、可能

なものから速やかに実行

⇒ 改善目標額：令和元年度～令和５年度で累計74億円

令和２年度の病院事業会計改善見込21億円 ※一般会計繰出金３億円減

○ 県地域医療構想調整会議において県央医療圏における基幹病院を含む公立・公的

病院の機能再編や規模について検討を実施

【令和２年度の具体的な取組】

・ 診療体制の充実による高度医療等の提供（新規加算獲得など診療報酬に反映）

・ 新潟県立病院の料金に関する規程の全般的な見直し（新たな見直しの視点の導入）

・ 患者数に応じた病床規模の適正化

・ 職員給与の臨時的削減

・ 人件費の適正化及び医療材料費、その他費用の縮減

■ 県立病院の役割・あり方、機能・規模等の検討



２ 歳出削減策（その５）

○ 厳しい財政状況を踏まえ、職員給与の臨時的削減を実施（令和5年度まで）

▲47億円

○ 新たな行政需要に的確に対応しつつ、外部委託や民営化の推進など、

業務の見直しに合わせた適切な定員管理に取り組み、職員の適正配置等

により定員を削減（▲270人程度（知事部局▲60人程度、教育委員会▲210人程度）） ▲13億円

○ 効率的で質の高い働き方に向けた取り組みと業務マネジメントの

強化により、時間外勤務を縮減し、時間外勤務手当を毎年度5%削減 ▲ 1億円

対 象 内 容 Ｒ２縮減額

特別職 知事 給料20%、期末手当20%

▲6億円
※1

副知事等 給料15%、期末手当15%

一般職 部長等 給料10%、期末・勤勉手当10%、管理職手当10%

課長級（所属長） 給料 5%、期末・勤勉手当 5%、管理職手当 5%

課長級（所属長以外） 給料 5%、期末・勤勉手当 5%、管理職手当 5%
▲41億円

その他職員 給料 1.5～2.5%※2、期末・勤勉手当 3%

7○ 退職見込者数の増による退職手当の増 ＋22億円

※1 県議会議員の報酬削減を含む ※2 令和5年度は1.5～2.0％

人件費の縮減 ▲43億円 目標：所要額見込事業と合わせて

▲71～▲100億円



３ 歳入確保策（その１）

県税収入の確保 ＋15億円

○ 核燃料税の出力割の割合を引き上げることにより、旧条例と比較し５年間で

75億円（年15億円）の増収額を確保

※令和元年11月施行のため、令和元年度は増収額２億円

8

使用料・手数料の見直し ＋1億円※

○ 令和２年度当初予算編成時に総点検を実施し、使用料を徴収していない公共
施設の有料化、減免制度の妥当性や原価計算に合わせた適切な料金設定等の観
点から見直しを実施

※平年度増収見込額

未利用財産の活用促進

○ 未利用財産の処分促進のため、建物付きでの未利用財産の売却を実施

[参考]令和元年度売却実績（令和２年１月時点）
11件、約15,200㎡、計約８億400万円(うち建物付き４件、約6,700㎡、計約３億2,200万円)

○ 庁内の県有財産利活用プロジェクトチームにおいて、毎年度の未利用財産の

処分目標（令和２年度～５年度）を、令和２年３月までに設定

併せて、同ＰＴ会議への専門家の参画など民間のノウハウも活用し、県有未

利用財産の早期売却や利活用に取り組む

（目標：＋0.5億円）



３ 歳入確保策（その２）

その他の歳入確保策

[参 考] ※令和2年1月末申込実績

ふるさと納税 企業版ふるさと納税
令和元年度：1億407万円（前年比＋6,694万円） 令和元年度： 1,955万円（前年比＋1,955万円）

財源対策的基金の整理

○ 財政状況をわかりやすく説明するとともに、財源対策の柔軟性を高めるため、

「社会文化施設等整備基金」ほか６基金を「財政調整基金」に整理・統合 9

○ ふるさと納税や企業版ふるさと納税、ネーミングライツや広告収入など、これ

まで取り組んできた歳入確保策の着実な推進（例:エレベーター広告の導入等）

○ 電気事業会計地域振興積立金の活用（30億円）

基金の有効活用

○ ふるさと保全基金や地域環境保全基金を積極的に活用し、事業の特定財源と
して充当



４ その他の行財政改革の取組（その１）

簡素で効率的な行政体制の構築

10

○ 県政の重要課題に的確に対応するとともに、簡素で効率的な行政体制とするため、

以下のとおり組織体制の見直しを実施（令和２年度～）

政策立案機能の強化 知事政策局に政策統括監、部局に政策監を配置

政策企画課の設置

行財政改革の取組推進 行政改革課の設置

業務の民営化 若草寮の指定管理者制度への移行

県出資法人の見直し（一部再掲） ▲1.1億円

○ 県出資法人に対する県の関与のあり方について、県出資法人経営評価委員会で

順次ヒアリングを実施（12法人）し、抜本的な見直しに着手

・県単独補助金の削減（▲1.1億円）※県立大学の新学部設置に伴う新３号館建設のための補助金＋６億円除く

・県派遣職員の引揚げ（▲7人 5法人）

課の増減（知事部局：本庁） ▲２課（83課（平成31年4月）⇒81課(令和2年4月)）

定員削減 ▲270人程度（知事部局▲60人程度、教育委員会▲210人程度）（再掲）



■ 職員の意欲を高める取組（令和元年度）

○ 若手職員による政策提案推進事業を実施（25チーム（計94人）が参加）

○ 異業種（県内民間企業若手社員）との連携・交流研修の実施（13社が参加）

○ ライフスタイルに合わせた柔軟な勤務制度の導入（早出・遅出勤務制度等）

４ その他の行財政改革の取組（その２）

11

業務力の向上

・地域連携型居酒屋等と連携した関西圏での情報発信強化

・県有公共不動産利活用による県財政状況改善と賑わいづくり 等

【令和２年度の主な取組】
・政策提案25件のうち18件を事業化

「公民連携体制の強化」「万代島のにぎわい創出」「ＩＴ企業の誘致促進」

「にいがたへの移住定住情報の発信」「高校生による地域づくり活動の支援」

「障害者の文化・スポーツ参加の支援」 ほか12件

■ ＩＣＴ等新技術の導入（令和元年度）

○ ペーパレス会議システムの試験導入や会議録作成支援システムの活用

○ ＲＰＡ
※
の通年実証を実施（統計調査集計業務、給与関係算定業務）

【令和２年度の主な取組】
・ペーパレス会議システムの活用
・会議録作成支援システム、ＲＰＡの導入
・職員間コミュニケーションツールの試行導入

※ソフトウェア上のロボットによる業務工程の自動化



令和２年度の事業費 2.5億円（後年度の交付税措置額 ＋1.7億円）

４ その他の行財政改革の取組（その３）

国への働きかけ

■ 偏在是正措置による「地域社会再生事業費（仮称）」の創設

12

■ 「緊急自然災害防止対策事業債」の対象事業の拡充

■ 「緊急浚渫推進事業債（仮称）」の創設

○ 地域社会の維持・再生に取り組むための新たな交付税措置

（全国平均を上回って人口が減少し高齢化が進行している団体や、人口密度が低い地域の

人口が多い団体の経費を割増し）

○ 県が単独で行う道路防災事業等が、交付税措置率の高い特別な地方債（70％）の

対象に追加（令和元年度から適用）

○ 河川氾濫等による大規模な浸水被害等が相次ぐ中、県が単独で緊急的に河川等の浚渫

(堆積土砂の撤去等)を実施するための、交付税措置率の高い特別な地方債（70％）の創設

国への積極的な働きかけにより、本県の要望に沿った制度改正が実現

令和元年度の事業費 47億円（後年度の交付税措置額 ＋33億円）
令和２年度の事業費 33億円（後年度の交付税措置額 ＋23億円）

令和２年度予算計上額 50億円
（人口減少に対応するための既存事業の算定方法と比べて＋22億円）



５ 枠区分別予算状況（参考）

13

（単位：億円）

※「一般財源」：歳入全体から特定財源（国庫支出金等、使途が特定された財源）を除いた自由に活用できる財源
※「純一般財源」：一般財源から県債収入（県の借金による収入）を除いたもの

区分 Ｒ２事業費
県費 歳入歳出改革の取組

（純一般財源のR1比） 備考
一般財源 純一般財源

義務的経費 5,414 (5,019) (3,747)

内

訳

人件費 2,358 (2,059) (2,059) 給与の臨時削減▲47
・給与費2,132（知事部局473､教育1,270､警察389）
・退職手当226（知事部局44､教育159､警察23）

公債費 2,970 (2,914) (1,642)
公債費負担適正化計画（案）
の策定

・実質的公債費1,698 ・借換債1,272

扶助費 86 (46) (46)
・生活保護費等の法令等に基づき被扶助者に対し
て支給

投資事業 1,836 (1,027) (168)
公債費負担適正化計画（案）
の策定

・普通建設事業1,761 ・災害復旧事業75

部局枠 1,600 (329) (324) マイナスシーリング▲30
・各部局長が自らの責任で、予算を配分する一般
財源ベースの枠予算

所要額見込
事業

856 (611) (606)
所要額見込事業総点検によ
る見直し▲41

・法令上支出が義務付けられている経費のように
部局の裁量の幅が小さいこと等から、部局枠とは
区分している事業

重点事業 47 (33) (33)
事業のスクラップビルドに
よる見直し▲4

・知事公約の実現に向けた事業や県政の重要課題
に対応する事業

他会計繰出 194 (194) (194) 基準外繰出の見直し▲2 ・病院事業など、特別会計に対する繰出金

扶助費的補
助費

870 (870) (870)
・被扶助者に扶助費を支給するため、間接的に市
町村に交付

税交付金 1,380 (1,379) (1,379) ・県税収入のうち、法令に基づき市町村等に交付

合計 12,197 (9,462) (7,321) ※公債費の純一般財源は、県債管理基金（公債費調整分）55億円の充当後


